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 農業法人の円滑な事業継承に向けた問題点と対策 

［要約］県内の農業法人の半数以上で準備が不十分なまま継承が行われている。後継者の能力

養成には３～５年程度を要することを想定し、後継者確保や能力養成に向けた組織体制の見直し

などに計画的に取り組むことにより円滑な事業継承が期待できる。 
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［背景・ねらい］ 

  県内の農業法人の代表者の平均年齢は約60歳であるが、創業経営者が多いため事業継承の

しくみが確立されていない。また、法人事業の存続可否は地域農業に大きな影響を及ぼすことか

ら、農業法人の円滑な事業継承を行う上での問題点や課題を明らかにし、農業法人からの支援

ニーズに応えるとともに農業法人の持続的な経営発展に資する。 

 

［内容］ 

 １ 計画的に準備して事業継承を行った法人は３割で、半数以上の法人が準備不十分なまま事業

継承を行っている。特に集落営農型法人で計画的な継承が行われていない（図１）。 

 ２ 継承準備が不十分な場合には、収量品質の向上や取引先の理解、従業員の育成、従業員の

協力等で苦労しているが、法人タイプによって苦労する内容に違いが見られる（表）。 

 ３ 継承準備で取り組む内容として、社内での業務経験蓄積、役員登用及び特定部門における権

限付与の３つが法人タイプに共通して重要視されている（図２）。 

 ４ 後継者候補には、栽培技術の習得、色々な業務経験を積ませる又は役員に登用する等の能

力養成が必要であるため、事業継承に向けた準備は、集落営農型と有志型農事組合法人で継

承予定時期の３年程度前、有志型会社法人で５年程度前から開始するとよい。 

また、これらの取組みが確実に実施できるよう法人内での役割分担や組織体制の見直しを必要

に応じて行うことで、円滑な事業継承が期待できる。 

 

［導入効果］ 

これから継承を考えている農業法人に対し、継承準備の必要性及び早期の取組み開始が啓発

され、円滑な事業継承を推進できる。 

 

［導入対象］ 

農業法人 

 

［留意点］ 

 上記内容は、過去３年間に代表者を交替した稲作を主部門とする98法人を対象として、平成25、

26 年に実施したアンケートを法人タイプ別に集計した結果である。 



［具体的データ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 法人タイプの違いによる事業継承の特徴 

［その他］          

研究課題名：農業生産法人の円滑な事業継続のための支援策の解明 

予 算 区 分：県単経常 

研 究 期 間：平成 26～28年度 

発表論文等：高橋（2017）. 関東東海北陸農業経営研究. 第 107 号 

 集落営農型 有志型（農事） 有志型（会社） 

継承時点における 

現代表者の平均年齢 
63.0 歳 59.5 歳 53.1 歳 

経営者１世代当たり 

の平均年数 
5.7 年 6.9 年 10.8 年 

後継者育成に必要と 

考える期間 
2.9 年 3.5 年 4.8 年 

計画的に継承してい 

ない法人が継承後に 

苦労した内容 

○数字は回答の多い 

順（以下同様） 

①収量品質の向上 

②従業員の協力 

③役員の協力 

④機械施設の更新 

①収量品質の向上 

①取引先の理解 

③従業員の育成 

④従業員の協力 

①収量品質の向上 

②従業員の育成 

③取引先の理解 

④その他 

 

次回の継承で懸念 

される内容 

①後継者の確保 

②後継者の育成 

③後継者の絞り込み 

④取引先との関係維持 

①後継者の確保 

②後継者の育成 

③地主との関係維持 

④古参従業員の処遇 

④取引先との関係維持 

①後継者の確保 

②後継者の育成 

③地主との関係維持 

④古参従業員の処遇 

 

次回の継承で取り 

組みたい内容 

 

①役員への登用 

②社内での業務経験 

③特定部門の権限付与 

④研修会の受講 

①社内での業務経験 

②役員への登用 

③特定部門の権限付与 

④研修会の受講 

①社内での業務経験 

②役員への登用 

③特定部門の権限付与 

④取引先への紹介 

  注 それぞれの法人タイプに特徴的な項目に下線を付している。 

 

 

 

 

（複数回答） 

回答総数 363 件 


